






 

流山市いじめ防止対策推進条例の一部を改正する条例の制定について 

 
１ 条例改正の背景 

いじめ防止対策推進法では、いじめの重大事態が発生した場合には、同法第２８条
の規定に基づき、学校の設置者又はその設置する学校の下に組織を設け、当該重大事
態に係る事実関係を明確にする調査を行うことが定められています。現在、本市で
は、流山市いじめ防止対策推進条例第１７条第３項の規定において、「『学校の設置
者が行う調査』は、流山市いじめ対策調査会に依頼して実施するものとする」と定め
ているため、重大事態が発生した際の調査主体としては、学校内の組織で調査を行う
「学校調査」と、いじめ対策調査会が調査を行う「調査会調査」のいずれかしか選択
できない状況にあります。 
いじめの重大事態の調査については、「学校調査」の場合、被害児童生徒や関係児

童生徒と日常的に接する学校が行うため、調査や被害・加害児童生徒への対応を速や
かに行うことができる反面、被害児童生徒及び保護者が学校に対して強い不信感を抱
く場合に調査が困難であるという欠点を抱えています。一方、「調査会調査」の場
合、弁護士や心理士等の様々な専門性を有する第三者の委員で構成されていることか
ら、学校では適切な調査実施が困難な事案への対応も可能ですが、調査に時間を要す
るという欠点を抱えています。 
令和６年８月３０日付けで文部科学省が「いじめの重大事態の調査に関するガイド

ライン」の改訂が行われ、学校の設置者主体の場合に考えられる調査組織は次の２つ
が示されました。 
（１）教育委員会の指導主事等学校の設置者の職員のほか、必要に応じて、弁護士、

医師、スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー等の専門家が参画
した調査組織 

（２）全ての調査委員が第三者で構成された調査組織 
今後、増加すると考えられる「学校による調査実施は希望しないが、できるだけ速や

かに調査を進めて欲しい」といった被害児童生徒及び保護者の多様な意向に柔軟に対応
するため、「調査会委員の増員」及び「いじめ防止相談対策室による調査も可能となる」
よう流山市いじめ防止対策推進条例の一部を改正するものです。 

 
２ 条例改正の内容 
〇流山市いじめ防止対策推進条例第１６条、第１７条の規定を以下のとおり改める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 条例改正による効果 

 

 

重大事態の調査組織について 
 

「被害児童生徒保護者の多様な 

意向に沿う選択肢が提案可能に」 

学校調査（学校による速やかな調査） 

 

 

第１６条 

３ 調査会は、委員１０人以内で組織する。 

第１７条 

３ 第１項の規定により、教育委員会が調査を

行う場合においては、調査会に依頼して調査

をするものとする。 

現 行  

令和７年第２回定例会 

教育福祉委員会 

議案第５１号 資料 

調査会調査（第三者による念入りな調査） 

 

対策室調査（教育委員会による速やかな調査） 

 

新たに選択可能に 

改正後 

第１６条 

３ 調査会は、委員１２人以内で組織する。 

第１７条 

３ 第１項の規定により、教育委員会が調査を行う場

合においては、調査会に依頼して調査をするものと

する。ただし、いじめを受けた児童等及びその保護

者が調査会によらない調査を希望するときは、教育

委員会が直接調査を実施することができる。 


